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FIN TUBE

まえがき
　電力・化学工業等各種プラントの重要な役割を果たすボイラ・熱交換

器は、産業の発展に伴い大型化、高温・高圧化し、使用される鋼管もより

高度の品質が要求されています。

　JFEは、世界最大級の鋼管専門工場である知多製造所に最新の製造・

検査設備を備え、豊富な経験と高度の技術を駆使して素材から一貫した

品質管理の下に、高品質のボイラ・熱交換器用鋼管を製造しております。

さらに、お客様のより高度なご要求におこたえするため、充実した研究陣に

より研究開発に力を注いでおります。

　JFEは常に皆様にご満足いただけますよう不断の努力を重ねておりま

すので、JFEのボイラ・熱交換器用鋼管を今後ともいっそうご愛顧賜わり

ますようお願い申しあげます。

目　次

まえがき
知多製造所の立地
鋼管の製造法
　1. シームレス（継目無）鋼管製造設備
　2. 特殊鋼管加工設備
　3. 電気抵抗溶接鋼管製造設備
品質保証体制
研究開発
製造可能寸法
　熱間仕上小径継目無鋼管
　熱間仕上中径継目無鋼管
　電気抵抗溶接鋼管（STB340－EH）

関連規格
各種規格対応表
表示・防錆塗油・梱包
ご注文に際して
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鋳造北工場
プラグ加工工場
鋳造南工場
機械工場
中径電縫管工場（26"ミル）
小径電縫管工場（6"ミル）
HISTORY®鋼管工場（4"ミル）
小径管ショットブラスト工場
中径継目無管工場
小径継目無管工場
特殊管工場
材料試験センター
自家発電設備
本館
スチール研究所　鋼管・鋳物研究部
品質保証室（検査）
鋼管試験センター
研修センター

　知多製造所は当社鋼管製造の一大拠点です。前面は世界の海につながる衣浦湾、背後

は中京工業地帯が広がっています。

　衣浦臨海工業地帯のほぼ中央に位置する知多製造所は、自然と共存しつつ、恵まれた

立地条件を世界の鋼管供給基地として生かしています。

　鋼管素材を生産する当社東・西日本製鉄所、他の関連産業とのアクセスのよさも抜群

でさらには世界の企業と手をたずさえて歩むにふさわしいロケーションです。

　181万m2の敷地に、鋼管生産体制の理想を

求めてレイアウトされた工場群。

　知多製造所では、研究・開発の一元化から技

術の集約化、品質管理の徹底までが、ロケーシ

ョンのよさを得て高度に実現しています。“世

界有数の鋼管工場として、あらゆる種類・サイ

ズの鋼管の需要におこたえする”という自負が

形をなした知多製造所の姿です。

西日本製鉄所

東日本製鉄所

JFE 溶接鋼管（株）
知多製造所

JFE溶接鋼管（株）
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JFE 溶接鋼管（株） 
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東京本社

名古屋

四日市

伊勢湾

渥美湾

豊橋

矢作川

師崎

伊良湖岬

大府

木
曽
川

長
良
川

衣浦港

東
名

高
速

道

路

東
海
道
新
幹
線

国
道1号線

東
海
道
本
線武豊中部国際空港

半田

2

3
4

5

6

7

1

8

9

10

11

12

1314

16 15
18

17

2

3

4

5

6

7

8

9

1

10

11

12

13

14

15

16

17

18

敷地面積／181万m2（約55万坪）

日本の中央に位置し、世界へアクセスの良さ 鋳造・鋼管工場から大型船着岸の輸出岸壁まで
高度に集約された工場群

高合金スラブ

ビレット

熱延コイル

ビレット

熱延コイル

鋳 造 工 場

鋼 管 工 場

そ の 他

知多製造所

衣浦臨海工業地帯

知多製造所

衣浦臨海工業地帯の中央に位置する知多製造所

知多製造所の立地
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　当社は主力製鉄所として東日本製鉄所（千葉、京浜）および西日本製鉄所（倉敷、福山）の大規模製鉄所を擁し設備

能力としては粗鋼で3,000万トン強に達し、世界屈指の一貫製鉄メーカーの地位をゆるぎないものとしています。

　鋼管用の素材は原料から完全に管理されています。図のように製造された継目無鋼管については丸ビレット、溶接鋼

管については薄板または厚板を東日本・西日本両製鉄所の各設備から供給します。

製造工程全般について

製　　銑 製　　鋼 圧　　延 鋼管製品

鉄鉱石 石　炭

焼結

石灰石

コークス

高炉スラグ

高　炉

脱硫設備

転　炉

真空スラグ除去設備 アークプロセス

真空脱ガス装置

炉外精錬

電気炉

VAD VOD

連続鋳造機
（スラブ、丸ビレット）

ビレットミル

連続鋳造
（ブルーム）

造　塊

分塊圧延機

鋼管圧延機

熱延鋼帯圧延機

厚板圧延機

電気抵抗溶接造管機

加熱

鍛接造管機

スパイラル造管機

UOE造管機

均熱炉

加熱炉

回転加熱炉

CO2

Ar

スクラップ
（鉄くず）

Ar, CaAlloy

CaO

O2N2

熱間仕上継目無鋼管

電気抵抗溶接鋼管

HISTORY®鋼管

鍛接鋼管

アーク溶接鋼管

溶銑予備
処理設備

鋼管の製造法
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　当社は主力製鉄所として東日本製鉄所（千葉、京浜）および西日本製鉄所（倉敷、福山）の大規模製鉄所を擁し設備

能力としては粗鋼で3,000万トン強に達し、世界屈指の一貫製鉄メーカーの地位をゆるぎないものとしています。

　鋼管用の素材は原料から完全に管理されています。図のように製造された継目無鋼管については丸ビレット、溶接鋼

管については薄板または厚板を東日本・西日本両製鉄所の各設備から供給します。
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鉄鉱石 石　炭

焼結
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鋼管圧延機

熱延鋼帯圧延機

厚板圧延機

電気抵抗溶接造管機
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スパイラル造管機

UOE造管機

均熱炉

加熱炉
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CO2

Ar

スクラップ
（鉄くず）

Ar, CaAlloy

CaO

O2N2

熱間仕上継目無鋼管

電気抵抗溶接鋼管

HISTORY®鋼管

鍛接鋼管

アーク溶接鋼管

溶銑予備
処理設備

鋼管の製造法
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シームレス（継目無）鋼管製造設備

マンドレルミル方式とプラグミル方式により、寸法精度の

すぐれた高級小径・中径鋼管をつくる設備です。

各種配管用鋼管から油井用鋼管まで、現代産業の動脈とし

て幅広く活躍するシームレス鋼管を、ダイナミックに製造

しています。

Manufacturing Flowchart

表示・塗油検　査

出　荷

製品寸法
外　径 ：
厚　さ ：
長　さ ：

177.8 ～ 426.0 mm
5.1 ～ 65 mm
5.5 ～ 13.5 m

1 式
1 式
2 式

468,000トン/年能　　力

設　　備

各種配管用鋼管、ラインパイプ、ボイラ・熱交換器用鋼管、

油井用鋼管、一般構造用鋼管、機械構造用鋼管、材料管、

地すべり抑止用鋼管杭、角形鋼管、ほか

〈炭素鋼・合金鋼〉

中径シームレス管工場

管材（丸ビレット）

加熱炉

矯正機

矯正機

熱処理 焼入れ・焼戻し
焼ならし

（WB式、ローラーハース式）

ピアサー

エロンゲータ プラグミル リーラー

再加熱炉

サイジングミル（8スタンド）

レデューサー（28スタンド）マンドレルミル
中径シームレス鋼管

小径シームレス鋼管シームレス鋼管製造工程図

プラグミル（中径シームレス）

後方回転炉床加熱炉

エロンゲータ（中径シームレス）リジェネバーナ式回転炉床加熱炉

渦電流探傷、超音波探傷

漏洩磁束探傷

水圧試験

プラグミルプロセス
熱 処 理 設 備
ね じ 切 ラ イ ン

製造品種

製品寸法
外　径 ：
厚　さ ：
長　さ ：

25.4 ～ 177.8 mm
2.3 ～ 40 mm
4.0 ～ 28.5 m

1 式
1 式
1 式
3 式

444,000トン/年能　　力

設　　備

小径シームレス管工場

マンドレルミルプロセス
熱 処 理 設 備
アップセッターライン
ね じ 切 ラ イ ン

高品質を生み出す知多製造所の技術・設備

マンドレルミル（小径シームレス）ピアサー
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シームレス（継目無）鋼管製造設備

マンドレルミル方式とプラグミル方式により、寸法精度の

すぐれた高級小径・中径鋼管をつくる設備です。

各種配管用鋼管から油井用鋼管まで、現代産業の動脈とし

て幅広く活躍するシームレス鋼管を、ダイナミックに製造

しています。

Manufacturing Flowchart

表示・塗油検　査

出　荷

製品寸法
外　径 ：
厚　さ ：
長　さ ：

177.8 ～ 426.0 mm
5.1 ～ 65 mm
5.5 ～ 13.5 m

1 式
1 式
2 式

468,000トン/年能　　力

設　　備

各種配管用鋼管、ラインパイプ、ボイラ・熱交換器用鋼管、

油井用鋼管、一般構造用鋼管、機械構造用鋼管、材料管、

地すべり抑止用鋼管杭、角形鋼管、ほか

〈炭素鋼・合金鋼〉

中径シームレス管工場

管材（丸ビレット）

加熱炉

矯正機

矯正機

熱処理 焼入れ・焼戻し
焼ならし

（WB式、ローラーハース式）

ピアサー

エロンゲータ プラグミル リーラー

再加熱炉

サイジングミル（8スタンド）

レデューサー（28スタンド）マンドレルミル
中径シームレス鋼管

小径シームレス鋼管シームレス鋼管製造工程図

プラグミル（中径シームレス）

後方回転炉床加熱炉

エロンゲータ（中径シームレス）リジェネバーナ式回転炉床加熱炉

渦電流探傷、超音波探傷

漏洩磁束探傷

水圧試験

プラグミルプロセス
熱 処 理 設 備
ね じ 切 ラ イ ン

製造品種

製品寸法
外　径 ：
厚　さ ：
長　さ ：

25.4 ～ 177.8 mm
2.3 ～ 40 mm
4.0 ～ 28.5 m

1 式
1 式
1 式
3 式

444,000トン/年能　　力

設　　備

小径シームレス管工場

マンドレルミルプロセス
熱 処 理 設 備
アップセッターライン
ね じ 切 ラ イ ン

高品質を生み出す知多製造所の技術・設備

マンドレルミル（小径シームレス）ピアサー
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特殊鋼管加工設備

炭素鋼・合金鋼などそれぞれの素材特性を生かし、使用目的

に合わせた熱処理、精整加工、検査を最先端技術を駆使して

行い、特殊鋼管の製造にあたっています。特殊鋼管は近年需

要の多い分野であり、22m級の長尺ボイラ管のニーズにも対

応しています。

検査は漏洩磁束探傷（MLFT）、超音波探傷（UT）、渦電流

探傷（ET）の3種の非破壊検査装置により行われ、万全の品

質保証体制を確立しています。

ボイラ・熱交換器用鋼管、機械構造用鋼管、

各種配管用鋼管

〈炭素鋼・合金鋼〉

製造品種

高品質を生み出す知多製造所の技術・設備

N S

出　荷結　束印字・塗油外観寸法検査

矯正機

熱処理（無酸化雰囲気熱処理炉）

原　管

渦電流探傷

超音波探傷

漏洩磁束探傷

長尺ボイラー管

超音波探傷装置（UT）ローラーハース式無酸化雰囲気熱処理炉

HRSGモジュール プラント配管

配管用鋼管ボイラー用鋼管

非破壊検査原理

検出原理

検出対象きず 外面管軸方向きず 体積を有するきず

自己比較方式による
相互誘導形貫通試験コイル法

内外面／内質管軸方向きず

内外面／内質円周方向きず

ラミネーション

備　　考 肉厚測定

渦電流探傷装置（ET）超音波探傷装置（UT）漏洩磁束探傷装置（MLFT）

漏洩磁束

1次コイル

試験体試験体

センサー

きず

磁化器

探触子 2次コイル

Manufacturing Flowchart
特殊鋼管製造工程図

60,000トン/年能　　力

設　　備

製品寸法
外　径 ：
厚　さ ：
長　さ ：

25.4 ～ 114.3 mm
2.3 ～ 13.0 mm
 　　～ 22.7 m

2 式
3 式
1 式

無酸化雰囲気熱処理炉
非 破 壊 検 査 設 備
加 工 ・ 仕 上 設 備
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特殊鋼管加工設備

炭素鋼・合金鋼などそれぞれの素材特性を生かし、使用目的

に合わせた熱処理、精整加工、検査を最先端技術を駆使して

行い、特殊鋼管の製造にあたっています。特殊鋼管は近年需

要の多い分野であり、22m級の長尺ボイラ管のニーズにも対

応しています。

検査は漏洩磁束探傷（MLFT）、超音波探傷（UT）、渦電流

探傷（ET）の3種の非破壊検査装置により行われ、万全の品

質保証体制を確立しています。

ボイラ・熱交換器用鋼管、機械構造用鋼管、

各種配管用鋼管

〈炭素鋼・合金鋼〉

製造品種

高品質を生み出す知多製造所の技術・設備

N S

出　荷結　束印字・塗油外観寸法検査

矯正機

熱処理（無酸化雰囲気熱処理炉）

原　管

渦電流探傷

超音波探傷

漏洩磁束探傷

長尺ボイラー管

超音波探傷装置（UT）ローラーハース式無酸化雰囲気熱処理炉

HRSGモジュール プラント配管

配管用鋼管ボイラー用鋼管

非破壊検査原理

検出原理

検出対象きず 外面管軸方向きず 体積を有するきず

自己比較方式による
相互誘導形貫通試験コイル法

内外面／内質管軸方向きず

内外面／内質円周方向きず

ラミネーション

備　　考 肉厚測定

渦電流探傷装置（ET）超音波探傷装置（UT）漏洩磁束探傷装置（MLFT）

漏洩磁束

1次コイル

試験体試験体

センサー

きず

磁化器

探触子 2次コイル

Manufacturing Flowchart
特殊鋼管製造工程図

60,000トン/年能　　力

設　　備

製品寸法
外　径 ：
厚　さ ：
長　さ ：

25.4 ～ 114.3 mm
2.3 ～ 13.0 mm
 　　～ 22.7 m

2 式
3 式
1 式

無酸化雰囲気熱処理炉
非 破 壊 検 査 設 備
加 工 ・ 仕 上 設 備
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電気抵抗溶接鋼管製造設備
高品質を生み出す知多製造所の技術・設備

Manufacturing Flowchart
電気抵抗溶接鋼管製造工程図

CBR成形ミル 鋼管圧延

鋼帯をロールフォーミングし、両エッジを高周波誘導加熱溶接機で連続的に溶接して、

均一、高強度の鋼管を製造する設備です。

各種配管用鋼管、ボイラ・熱交換器用鋼管、一般構造用鋼

管、機械構造用鋼管ほか

〈炭素鋼〉
製造品種

製品寸法

外　径 ：
厚　さ ：
長　さ ：

21.7 ～ 114.3 mm
1.95 ～ 10.0 mm
5.2 ～ 7.5 m

1 基
380m/分

36,000トン/年能　　力

設　　備

HISTORY®鋼管

造管機
最高造管速度

溶接法 高周波誘導加熱溶接法

成形法 CBR成形法

矯正機

渦電流深傷

クーリングベッド 鋼管圧延（縮径─定径）ホットソー

鋼帯

CBR成形ミル カットオフ

内外面
ビード切削

鋼管加熱

端面切断 外観・寸法検査

超音波探傷

表示・塗油

出　荷 梱　包

＊サイズにより最大長さ異なる
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電気抵抗溶接鋼管製造設備
高品質を生み出す知多製造所の技術・設備

Manufacturing Flowchart
電気抵抗溶接鋼管製造工程図

CBR成形ミル 鋼管圧延

鋼帯をロールフォーミングし、両エッジを高周波誘導加熱溶接機で連続的に溶接して、

均一、高強度の鋼管を製造する設備です。

各種配管用鋼管、ボイラ・熱交換器用鋼管、一般構造用鋼

管、機械構造用鋼管ほか

〈炭素鋼〉
製造品種

製品寸法

外　径 ：
厚　さ ：
長　さ ：

21.7 ～ 114.3 mm
1.95 ～ 10.0 mm
5.2 ～ 7.5 m

1 基
380m/分

36,000トン/年能　　力

設　　備

HISTORY®鋼管

造管機
最高造管速度

溶接法 高周波誘導加熱溶接法

成形法 CBR成形法

矯正機

渦電流深傷

クーリングベッド 鋼管圧延（縮径─定径）ホットソー

鋼帯

CBR成形ミル カットオフ

内外面
ビード切削

鋼管加熱

端面切断 外観・寸法検査

超音波探傷

表示・塗油

出　荷 梱　包

＊サイズにより最大長さ異なる
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品質保証体制

偏平試験

知多製造所は1993年にISO9001（鋼管部門）の認承を受け

品質保証体制に万全の体制を確立しました。当社東・西製鉄

所の素材工程から造管、製品検査工程まで一貫した厳しい品

質管理体制のもとに製造しております。

　知多製造所および東・西日本製鉄所においては品質保証、

品質レベル維持のために、品質保証部門による品質監査体制

が確立しております。

1． 独立した部門による一貫品質保証体制

　お客様の、より高度なご要求にお応えすべく、最新技術と優

れた検査設備を用い製造検査に当っております。

2． 製造検査体制

　各鋼管工場の中間および製品検査工程では、漏洩磁束探傷、渦電流探傷、磁粉探傷、超音波探傷、X 線透視、火花試験等の

設備を備え、鋼管の規格・寸法あるいは、皆様のご要望に応じてこれらの非破壊検査を随時実施し、品質保証に万全を期して

おります。

3． 各種非破壊検査の適用

継目無鋼管
（1）

（2）

（3）

寸法精度向上のため熱間での寸法測定器の採用

超音波自動外径肉厚測定器による全長の寸法検査 

造管ラインから製品検査出荷までのコンピュータ管理化等

の品質管理体制を確立しております

電気抵抗溶接鋼管 
（1）

（2）

（3）

（4）

溶接温度の自動制御方式の採用 

中周波電流溶接法の採用 

不活性ガス雰囲気内溶接法の開発

溶接部形状の顕微鏡調査体制等

欠　陥

励磁コイル

信　号

検出コイル（A）

検出コイル（B）

1 渦電流探傷機
　渦電流探傷機は貫通型の励磁コイルと、検出コイルを使用することによりきずを検出します。電気抵抗溶接鋼管については、溶接部お
よび母材部について同時に探傷されます。
　探傷検査は、自動的に記録され欠陥指示部については、マーキングが施されます。

垂直探触子
（4チャンネル）

斜角探触子
（64チャンネル）

ローター

水鋼管

《超音波探傷機》

溶接部

探触子
ホルダ

鋼管

探触子ブロック
カップリング
モニター用探触子

探傷用探触子　溶接部局部水浸超音波探傷機は高周波溶接機の直後に
設置され溶接部の両側に配置された、それぞれ 3 個の探触
子により溶接部を局部水浸法で探傷します。探傷結果は自動
的に記録され欠陥指示についは、マーキングが施されます。

《溶接部局部水浸超音波探傷機（小径、中径電縫管工場）》

回転方向
鋼管

磁化ヨーク

深傷ヘッド

（疵）

漏洩磁場

磁化ヨーク回転方向

測定ヘッド

保護ガイド

リングヨーク

鋼管

2 超音波探傷機

　超音波探傷機は、多数の探触子を取り付けたローターを高速で回転、走行させて探傷します。したがって電気抵抗溶接鋼管の場合に
は溶接部はもとより、母材部についても探傷することができます。この場合、探触子は主に溶接部欠陥の探傷を目的とした斜角探触子と、
母材部欠陥の探傷を目的とした垂直探触子を備えています。なお、継目無鋼管、電気抵抗溶接鋼管共に探傷結果は自動的に記録され、
欠陥指示部にはマーキングが施されます。

3 漏洩磁束探傷機・超音波肉厚計
　漏洩磁束探傷機は、高速用に開発した漏洩磁束による表面きず探傷機で、圧延後クロップ付長尺鋼管の表面きずを探傷します。
　超音波肉厚計は、超音波方式で鋼管の外径・肉厚を自動的に測定します。この漏洩磁束探傷機と超音波外径・肉厚計は直列に配置し、
探傷結果は、自動的に記録され欠陥指示部については、マーキングが施されます。
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品質保証体制

偏平試験

知多製造所は1993年にISO9001（鋼管部門）の認承を受け

品質保証体制に万全の体制を確立しました。当社東・西製鉄

所の素材工程から造管、製品検査工程まで一貫した厳しい品

質管理体制のもとに製造しております。

　知多製造所および東・西日本製鉄所においては品質保証、

品質レベル維持のために、品質保証部門による品質監査体制

が確立しております。

1． 独立した部門による一貫品質保証体制

　お客様の、より高度なご要求にお応えすべく、最新技術と優

れた検査設備を用い製造検査に当っております。

2． 製造検査体制

　各鋼管工場の中間および製品検査工程では、漏洩磁束探傷、渦電流探傷、磁粉探傷、超音波探傷、X 線透視、火花試験等の

設備を備え、鋼管の規格・寸法あるいは、皆様のご要望に応じてこれらの非破壊検査を随時実施し、品質保証に万全を期して

おります。

3． 各種非破壊検査の適用

継目無鋼管
（1）

（2）

（3）

寸法精度向上のため熱間での寸法測定器の採用

超音波自動外径肉厚測定器による全長の寸法検査 

造管ラインから製品検査出荷までのコンピュータ管理化等

の品質管理体制を確立しております

電気抵抗溶接鋼管 
（1）

（2）

（3）

（4）

溶接温度の自動制御方式の採用 

中周波電流溶接法の採用 

不活性ガス雰囲気内溶接法の開発

溶接部形状の顕微鏡調査体制等

欠　陥

励磁コイル

信　号

検出コイル（A）

検出コイル（B）

1 渦電流探傷機
　渦電流探傷機は貫通型の励磁コイルと、検出コイルを使用することによりきずを検出します。電気抵抗溶接鋼管については、溶接部お
よび母材部について同時に探傷されます。
　探傷検査は、自動的に記録され欠陥指示部については、マーキングが施されます。

垂直探触子
（4チャンネル）

斜角探触子
（64チャンネル）

ローター

水鋼管

《超音波探傷機》

溶接部

探触子
ホルダ

鋼管

探触子ブロック
カップリング
モニター用探触子

探傷用探触子　溶接部局部水浸超音波探傷機は高周波溶接機の直後に
設置され溶接部の両側に配置された、それぞれ 3 個の探触
子により溶接部を局部水浸法で探傷します。探傷結果は自動
的に記録され欠陥指示についは、マーキングが施されます。

《溶接部局部水浸超音波探傷機（小径、中径電縫管工場）》

回転方向
鋼管

磁化ヨーク

深傷ヘッド

（疵）

漏洩磁場

磁化ヨーク回転方向

測定ヘッド

保護ガイド

リングヨーク

鋼管

2 超音波探傷機

　超音波探傷機は、多数の探触子を取り付けたローターを高速で回転、走行させて探傷します。したがって電気抵抗溶接鋼管の場合に
は溶接部はもとより、母材部についても探傷することができます。この場合、探触子は主に溶接部欠陥の探傷を目的とした斜角探触子と、
母材部欠陥の探傷を目的とした垂直探触子を備えています。なお、継目無鋼管、電気抵抗溶接鋼管共に探傷結果は自動的に記録され、
欠陥指示部にはマーキングが施されます。

3 漏洩磁束探傷機・超音波肉厚計
　漏洩磁束探傷機は、高速用に開発した漏洩磁束による表面きず探傷機で、圧延後クロップ付長尺鋼管の表面きずを探傷します。
　超音波肉厚計は、超音波方式で鋼管の外径・肉厚を自動的に測定します。この漏洩磁束探傷機と超音波外径・肉厚計は直列に配置し、
探傷結果は、自動的に記録され欠陥指示部については、マーキングが施されます。
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品質保証体制 研究開発

クリープラプチャー試験機

内圧クリープ試験機 高温引張試験機（オートグラフ）

　鋼管・鋳物研究部（知多製造所内）は、造管技術および製品

と直結した研究開発を進めており、スチール研究所（東日本製

鉄所内）は知多製造所と連携して基礎的研究から総合的な調査・

研究・開発を行なっており、これら研究陣が高品質の鋼管製造

を支えています。

セントラルコンピュータ室

自動倉庫

サイジング・ミル運転室

　製造検査設備の精度維持のため定期的な設備の検査制度

を有しており、製品の検査は資格を認定された検査員が行なっ

ております。特に非破壊検査、鋼種判別試験などの特殊検査は

特別な教育を受け、その資格を認定された検査員のみが従事し、

検査員のレベル維持・向上のため定期的な教育および検定を

実施する制度を有しております。

4． 設備の検定および検査資格者の認定制度

　製造、検査設備にかかわる各種センサーの開発、システムの

開発、コンピュータ化等により操業条件の安定化と共に、各種

データーの解析を通じ操業・検査技術の一層の高度化を進め

ております。なかでも中径継目無鋼管製造設備は世界的にも最

も自動化の進んだ設備であります。

5． 設備のコンピュータ化による操業精度の向上
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品質保証体制 研究開発

クリープラプチャー試験機

内圧クリープ試験機 高温引張試験機（オートグラフ）

　鋼管・鋳物研究部（知多製造所内）は、造管技術および製品

と直結した研究開発を進めており、スチール研究所（東日本製

鉄所内）は知多製造所と連携して基礎的研究から総合的な調査・

研究・開発を行なっており、これら研究陣が高品質の鋼管製造

を支えています。

セントラルコンピュータ室

自動倉庫

サイジング・ミル運転室

　製造検査設備の精度維持のため定期的な設備の検査制度

を有しており、製品の検査は資格を認定された検査員が行なっ

ております。特に非破壊検査、鋼種判別試験などの特殊検査は

特別な教育を受け、その資格を認定された検査員のみが従事し、

検査員のレベル維持・向上のため定期的な教育および検定を

実施する制度を有しております。

4． 設備の検定および検査資格者の認定制度

　製造、検査設備にかかわる各種センサーの開発、システムの

開発、コンピュータ化等により操業条件の安定化と共に、各種

データーの解析を通じ操業・検査技術の一層の高度化を進め

ております。なかでも中径継目無鋼管製造設備は世界的にも最

も自動化の進んだ設備であります。

5． 設備のコンピュータ化による操業精度の向上
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製造可能寸法

熱間仕上小径継目無鋼管 単位：mm

厚さ

外径
25.4
26.7
27.2
31.8
33.4
34.0
38.1
40.0
42.0
42.2
42.7
45.0
48.3
48.6
50.8
51.0
54.0
57.0
57.1
60.3
60.5
63.5
65.0
68.1
70.0
73.0
76.2
76.3
80.0
82.6
85.0
88.9
89.1
95.0
101.6
105.0
108.0
110.0
114.3
120.0
125.0
127.0
130.0
133.0
135.0
139.7
139.8
141.3
143.0
146.0
152.4
154.0
156.0
159.0
163.0
165.2
168.3
175.0
177.8

4.0 4.9

3.5

5

2.3

2.4

2.6

2.9

3.3

3.4

10 15 20 25 30 35 40

7.0
8.0

9.0
11.0

15.0

12.0

18.0

20.0

22.0
25.0

35.0

40.0

注）「　　　」についてはあらかじめご相談ください。
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製造可能寸法

熱間仕上小径継目無鋼管 単位：mm

厚さ

外径
25.4
26.7
27.2
31.8
33.4
34.0
38.1
40.0
42.0
42.2
42.7
45.0
48.3
48.6
50.8
51.0
54.0
57.0
57.1
60.3
60.5
63.5
65.0
68.1
70.0
73.0
76.2
76.3
80.0
82.6
85.0
88.9
89.1
95.0
101.6
105.0
108.0
110.0
114.3
120.0
125.0
127.0
130.0
133.0
135.0
139.7
139.8
141.3
143.0
146.0
152.4
154.0
156.0
159.0
163.0
165.2
168.3
175.0
177.8

4.0 4.9

3.5

5

2.3

2.4

2.6

2.9

3.3

3.4

10 15 20 25 30 35 40

7.0
8.0

9.0
11.0

15.0

12.0

18.0

20.0

22.0
25.0

35.0

40.0

注）「　　　」についてはあらかじめご相談ください。
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製造可能寸法

電気抵抗溶接鋼管（STB340－EH）
製品寸法は以下の通りです。

注）「　　　」についてはあらかじめご相談ください。

（1.95） 6.702.15 （7.50）

（7.60）

（2.00） 7.50

（2.10） 8.00

（2.15） 2.85 （9.50）

（2.20）

（2.25）

2.90

2.95

2.30 （10.00）

2.50 （9.00）

2.20 （8.50）

（9.00）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

25.4

27.2

31.8

34.0

38.1

42.7

45.0

48.6

50.8

54.0

57.1

60.3

65.0

70.0

76.2

外径

厚さ
外径

厚さ

熱間仕上中径継目無鋼管 単位：mm 単位：mm

5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65

177.8

180.0

185.0

187.7

190.7

193.7

194.5

205.0

216.3

219.1

232.0

241.8

244.5

250.0

267.4

273.1

298.5

318.5

323.8

339.7

351.0

355.6

365.1

377.0

400.0

406.4

426.0

6.0

5.1

6.35

7.90

9.0

40.0

45.0

52.0

55.0
65.0

62.0

60.0

あらかじめ
ご相談下さい。

64.064.0

注）「　　　」についてはあらかじめご相談ください。
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製造可能寸法

電気抵抗溶接鋼管（STB340－EH）
製品寸法は以下の通りです。

注）「　　　」についてはあらかじめご相談ください。

（1.95） 6.702.15 （7.50）

（7.60）

（2.00） 7.50

（2.10） 8.00

（2.15） 2.85 （9.50）

（2.20）

（2.25）

2.90

2.95

2.30 （10.00）

2.50 （9.00）

2.20 （8.50）

（9.00）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

25.4

27.2

31.8

34.0

38.1

42.7

45.0

48.6

50.8

54.0

57.1

60.3

65.0

70.0

76.2

外径

厚さ
外径

厚さ

熱間仕上中径継目無鋼管 単位：mm 単位：mm

5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65

177.8

180.0

185.0

187.7

190.7

193.7

194.5

205.0

216.3

219.1

232.0

241.8

244.5

250.0

267.4

273.1

298.5

318.5

323.8

339.7

351.0

355.6

365.1

377.0

400.0

406.4

426.0

6.0

5.1

6.35

7.90

9.0

40.0

45.0

52.0

55.0
65.0

62.0

60.0

あらかじめ
ご相談下さい。

64.064.0

注）「　　　」についてはあらかじめご相談ください。
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規　　格

JIS G 3461
ボイラ・熱 交 換
器用炭素鋼鋼管

JIS G 3462
ボイラ・熱 交 換
器用合金鋼鋼管

JIS G 3467

加 熱 炉 用 鋼 管

発 電 ボ イ ラ 用

合 金 鋼 鋼 管

耐硫酸腐食用

鋼管

種 類 の

記      号

STB 340

STB 410

STB 510

STBA 12

STBA 13

STBA 20

STBA 22

STBA 23

STBA 24

STBA 25

STBA 26

STF 410

STFA 12

STFA 22

STFA 23

STFA 24

STFA 25

STFA 26

製 

　管 

　法

S，E

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

化　　　　学　　　　成　　　　分　　　　％ 引　張　試　験（最小値）（11）

C

≦0.18

≦0.32

≦0.25

0.10～0.20

0.15～0.25

0.10～0.20

≦0.15

≦0.15

≦0.15

≦0.15

≦0.15

≦0.30

0.10～0.20

≦0.15

≦0.15

≦0.15

≦0.15

≦0.15

0.10～0.20

 Si

≦0.35（4）

≦0.35（4）

≦0.35（4）

0.10～0.50

0.10～0.50

0.10～0.50

≦0.50

0.50～1.00

≦0.50

≦0.50

0.25～1.00

0.10～0.35

0.10～0.50

≦0.50

0.50～1.00

≦0.50

≦0.50

0.25～1.00

≦0.50

0.30～0.60

0.30～0.80

1.00～1.50

0.30～0.80

0.30～0.80

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～1.00

0.30～0.80

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

Mn

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.030

0.030

0.030

0.030

0.035

0.035

0.035

0.030

0.030

0.030

0.030

0.035

P
（max.）

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.030

0.030

0.030

0.030

0.035

0.035

0.035

0.030

0.030

0.030

0.030

0.035

S
（max.）

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

20

25

25

25

25

25

25

ー

Ni

ー

ー

ー

ー

ー

0.50～0.80

0.80～1.25

1.00～1.50

1.90～2.60

4.00～6.00

8.00～10.00

ー

ー

0.80～1.25

1.00～1.50

1.90～2.60

4.00～6.00

8.00～10.00

0.80～1.25

Cr

ー

ー

ー

0.45～0.65

0.45～0.65

0.40～0.65

0.45～0.65

0.45～0.65

0.87～1.13

0.45～0.65

0.90～1.10

ー

0.45～0.65

0.45～0.65

0.45～0.65

0.87～1.13

0.45～0.65

0.90～1.10

0.20～0.45

Mo

焼ならし後焼もどし

製造のまま 　（6）

等温焼なまし、完全焼なましま
たは焼ならし後650℃以上の
焼もどし

等温焼なまし、完全焼なま
しまたは焼ならし後650℃
以上の焼もどし

製造のまま 　（6）

製造のまま
（6）

焼ならし

熱間仕上
継  目  無

低温焼なまし、等温焼なまし、
完全焼なまし、焼ならしまたは
焼ならし後焼もどし

低温焼なまし、等温焼なまし、
完全焼なましまたは焼ならし後
焼もどし

（8）

（8）

引張強さ

N/mm2

降  伏  点
又は耐力

N/mm2

電気抵抗

冷間仕上
電気抵抗

（7）

340

410

510

380

410

410

410

410

410

410

410

175

255

295

205

205

205

205

205

205

205

205

35

25

25

30

30

30

30

30

30

30

30

伸　 び  　％　（12）（13）

11、12号
試 験 片

5        号
試 験 片

縦 方 向 横 方 向 

Z１、Z２、Z３、Z 4

Z１、Z２、Z３、Z 4

Z２、Z３、Z 4、Z 6

特別品質規定（14）

火 STBA 21

熱   処   理 （5） （3） 

低温焼なまし、等温焼なまし、
完全焼なまし、焼ならしまた
は焼ならし後焼もどし

245

205

205

205

205

205

205

205

410

380

410

410

410

410

410

410

25

30

30

30

30

30

30

30

S

（10）

1． 化学成分・引張試験（1）

関連規格  熱伝達用鋼管

（2）

（7）
種　類

STB340

STB410

STB510

電 気 抵 抗
溶 接 鋼 管

焼 な ら し

焼 な ら し

                焼 な ら し

熱間仕上電気
抵抗溶接鋼管

製 造 の ま ま
（6）

低温焼なまし

冷間仕上電気
抵抗溶接鋼管

焼  な  ら  し
※

※冷間仕上前に焼ならしを施したものは、焼なましで仕上げることが
　できます。

（10）

（11）

（12）

（13）

（14）

（15）

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

各規格の規定値は2022年1月時点の値です。

S＝継目無鋼管、 E＝電気抵抗溶接鋼管（電縫鋼管）

表記の化学成分は溶鋼分析の値です。ただし注文者が製品分析を

要求した場合G 3461、G 3467 STF410については表記の値に対

してJIS G 0321の変動値が認められます。

G 3461の管は高温で使用する場合など注文者からの要求がある

場合にはSiを0.10～0.35％に指定することができます。

上表以外の熱処理については協議することができます。

製造のままとあるものは、必要に応じ低温焼なましまたは焼ならしを

施すことができます。

備 考

火 STBA 24J1

火 STBA 28

SSTB410-R（15）

V: 0.18～0.25　Nb: 0.06～0.10　 N: 0.030～0.070 　Al（酸可溶）: ≦ 0.04

≦0.400.0100.0200.30～0.600.20～0.500.08～0.12 8.00～9.50 0.85～1.05

Cu：0.20～0.50%

0.500.0350.0350.30～≦0.35（4）≦0.32 0.40～ ー

V: 0.20～0.30　Nb: 0.02～0.08　 N: ≦0.030 　Al（酸可溶）: ≦ 0.030　B: 0.0005～0.006　W: 1.45～1.75

0.04～0.10 0.10～0.60≦0.50 0.030 0.010 ー 1.90～2.60 0.05～0.30
510 400 20 ー

590 410 20 ー

410 255 25 ー

熱交換器用に限り、必要のある場合注文者は引張強さの上限を指

定することができます。この場合の引張強さの上限値は上表の値に

G 3461の全種については120N/mm2を、G 3462の全種ついては

150N/mm2を加えた値とします。

電気抵抗溶接鋼管から引張試験片を採取する場合、12号試験片は

継目を含まない部分から採取します。

厚さ8mm未満の管で、12号試験片を用いて引張試験を行なう場合

には伸びの最小値は厚さ1mm減少するごとに上表の伸びの値から

1.5％減じたものを、JIS Z 8401（数値の丸め方）により整数値に

丸めます。

また外径が20mm未満10mm以上の場合の伸び％は上記値より5％

（8）

（9）

低温焼なましは電気抵抗溶接鋼管には適用しません。

焼ならしはSTFA12のみに適用します。

を差引いた値とし、JIS G 3467には伸び％は適用しません。

JIS G 3467の厚さが厚い管については、4号試験片で試験し、伸

び％は表中の値より－1％または－6％とします。

注文者はあらかじめ製造業者との協議により下記特別品質規定を

指定することができます。

Z 1 ： 硬さ　　　　　　　　 Z 2 ： 高温降伏点または耐力

Z 3 ： 超音波探傷検査　　　 Z 4 ： 渦電流探傷検査

Z 6 ： 腐食試験

STB410-Rは耐硫酸露点腐食性に優れた弊社独自の製品です。

（9）
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規　　格

JIS G 3461
ボイラ・熱 交 換
器用炭素鋼鋼管

JIS G 3462
ボイラ・熱 交 換
器用合金鋼鋼管

JIS G 3467

加 熱 炉 用 鋼 管

発 電 ボ イ ラ 用

合 金 鋼 鋼 管

耐硫酸腐食用

鋼管

種 類 の

記      号

STB 340

STB 410

STB 510

STBA 12

STBA 13

STBA 20

STBA 22

STBA 23

STBA 24

STBA 25

STBA 26

STF 410

STFA 12

STFA 22

STFA 23

STFA 24

STFA 25

STFA 26

製 

　管 

　法

S，E

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

化　　　　学　　　　成　　　　分　　　　％ 引　張　試　験（最小値）（11）

C

≦0.18

≦0.32

≦0.25

0.10～0.20

0.15～0.25

0.10～0.20

≦0.15

≦0.15

≦0.15

≦0.15

≦0.15

≦0.30

0.10～0.20

≦0.15

≦0.15

≦0.15

≦0.15

≦0.15

0.10～0.20

 Si

≦0.35（4）

≦0.35（4）

≦0.35（4）

0.10～0.50

0.10～0.50

0.10～0.50

≦0.50

0.50～1.00

≦0.50

≦0.50

0.25～1.00

0.10～0.35

0.10～0.50

≦0.50

0.50～1.00

≦0.50

≦0.50

0.25～1.00

≦0.50

0.30～0.60

0.30～0.80

1.00～1.50

0.30～0.80

0.30～0.80

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～1.00

0.30～0.80

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

Mn

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.030

0.030

0.030

0.030

0.035

0.035

0.035

0.030

0.030

0.030

0.030

0.035

P
（max.）

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.030

0.030

0.030

0.030

0.035

0.035

0.035

0.030

0.030

0.030

0.030

0.035

S
（max.）

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

20

25

25

25

25

25

25

ー

Ni

ー

ー

ー

ー

ー

0.50～0.80

0.80～1.25

1.00～1.50

1.90～2.60

4.00～6.00

8.00～10.00

ー

ー

0.80～1.25

1.00～1.50

1.90～2.60

4.00～6.00

8.00～10.00

0.80～1.25

Cr

ー

ー

ー

0.45～0.65

0.45～0.65

0.40～0.65

0.45～0.65

0.45～0.65

0.87～1.13

0.45～0.65

0.90～1.10

ー

0.45～0.65

0.45～0.65

0.45～0.65

0.87～1.13

0.45～0.65

0.90～1.10

0.20～0.45

Mo

焼ならし後焼もどし

製造のまま 　（6）

等温焼なまし、完全焼なましま
たは焼ならし後650℃以上の
焼もどし

等温焼なまし、完全焼なま
しまたは焼ならし後650℃
以上の焼もどし

製造のまま 　（6）

製造のまま
（6）

焼ならし

熱間仕上
継  目  無

低温焼なまし、等温焼なまし、
完全焼なまし、焼ならしまたは
焼ならし後焼もどし

低温焼なまし、等温焼なまし、
完全焼なましまたは焼ならし後
焼もどし

（8）

（8）

引張強さ

N/mm2

降  伏  点
又は耐力

N/mm2

電気抵抗

冷間仕上
電気抵抗

（7）

340

410

510

380

410

410

410

410

410

410

410

175

255

295

205

205

205

205

205

205

205

205

35

25

25

30

30

30

30

30

30

30

30

伸　 び  　％　（12）（13）

11、12号
試 験 片

5        号
試 験 片

縦 方 向 横 方 向 

Z１、Z２、Z３、Z 4

Z１、Z２、Z３、Z 4

Z２、Z３、Z 4、Z 6

特別品質規定（14）

火 STBA 21

熱   処   理 （5） （3） 

低温焼なまし、等温焼なまし、
完全焼なまし、焼ならしまた
は焼ならし後焼もどし

245

205

205

205

205

205

205

205

410

380

410

410

410

410

410

410

25

30

30

30

30

30

30

30

S

（10）

1． 化学成分・引張試験（1）

関連規格  熱伝達用鋼管

（2）

（7）
種　類

STB340

STB410

STB510

電 気 抵 抗
溶 接 鋼 管

焼 な ら し

焼 な ら し

                焼 な ら し

熱間仕上電気
抵抗溶接鋼管

製 造 の ま ま
（6）

低温焼なまし

冷間仕上電気
抵抗溶接鋼管

焼  な  ら  し
※

※冷間仕上前に焼ならしを施したものは、焼なましで仕上げることが
　できます。

（10）

（11）

（12）

（13）

（14）

（15）

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

各規格の規定値は2022年1月時点の値です。

S＝継目無鋼管、 E＝電気抵抗溶接鋼管（電縫鋼管）

表記の化学成分は溶鋼分析の値です。ただし注文者が製品分析を

要求した場合G 3461、G 3467 STF410については表記の値に対

してJIS G 0321の変動値が認められます。

G 3461の管は高温で使用する場合など注文者からの要求がある

場合にはSiを0.10～0.35％に指定することができます。

上表以外の熱処理については協議することができます。

製造のままとあるものは、必要に応じ低温焼なましまたは焼ならしを

施すことができます。

備 考

火 STBA 24J1

火 STBA 28

SSTB410-R（15）

V: 0.18～0.25　Nb: 0.06～0.10　 N: 0.030～0.070 　Al（酸可溶）: ≦ 0.04

≦0.400.0100.0200.30～0.600.20～0.500.08～0.12 8.00～9.50 0.85～1.05

Cu：0.20～0.50%

0.500.0350.0350.30～≦0.35（4）≦0.32 0.40～ ー

V: 0.20～0.30　Nb: 0.02～0.08　 N: ≦0.030 　Al（酸可溶）: ≦ 0.030　B: 0.0005～0.006　W: 1.45～1.75

0.04～0.10 0.10～0.60≦0.50 0.030 0.010 ー 1.90～2.60 0.05～0.30
510 400 20 ー

590 410 20 ー

410 255 25 ー

熱交換器用に限り、必要のある場合注文者は引張強さの上限を指

定することができます。この場合の引張強さの上限値は上表の値に

G 3461の全種については120N/mm2を、G 3462の全種ついては

150N/mm2を加えた値とします。

電気抵抗溶接鋼管から引張試験片を採取する場合、12号試験片は

継目を含まない部分から採取します。

厚さ8mm未満の管で、12号試験片を用いて引張試験を行なう場合

には伸びの最小値は厚さ1mm減少するごとに上表の伸びの値から

1.5％減じたものを、JIS Z 8401（数値の丸め方）により整数値に

丸めます。

また外径が20mm未満10mm以上の場合の伸び％は上記値より5％

（8）

（9）

低温焼なましは電気抵抗溶接鋼管には適用しません。

焼ならしはSTFA12のみに適用します。

を差引いた値とし、JIS G 3467には伸び％は適用しません。

JIS G 3467の厚さが厚い管については、4号試験片で試験し、伸

び％は表中の値より－1％または－6％とします。

注文者はあらかじめ製造業者との協議により下記特別品質規定を

指定することができます。

Z 1 ： 硬さ　　　　　　　　 Z 2 ： 高温降伏点または耐力

Z 3 ： 超音波探傷検査　　　 Z 4 ： 渦電流探傷検査

Z 6 ： 腐食試験

STB410-Rは耐硫酸露点腐食性に優れた弊社独自の製品です。

（9）
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関連規格  熱伝達用鋼管

2．各種試験

備 考

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

継目無管は、特に注文者の指定がある場合に試験を行います。

電気抵抗溶接鋼管に行ないます。

＊押し拡げ試験を行う場合には、特に注文者からの指定がない限り

　省略します。

特に注文者からの指定のない限り、水圧試験は超音波探傷検査また

は渦電流探傷検査に替えることができます。

Pをこえる指定水圧を要求されたときの試験圧力は注文者と製造業者

との協定によります。

発電用ボイラ用合金鋼鋼管、耐硫酸腐食用鋼管の各種試験はJIS

規格の同等規格・記号品と同じです。

規　　　格 記　　　号
押しひろげ

試　験
水 圧 試 験

指定圧力
指定のない場合

ただし最大圧力 : 10MPa

（3）（4）

（2）

展

開

試

験

衝

撃

試

験

へ ん 平 試 験 （1）

P =
D

2 s t  

指定圧力
指定のない場合

ただし最大圧力 : 10MPa

P =
D

2 s t  

指定圧力
指定のない場合

ただし最大圧力 : 10MPa

P =
D

2 s t  

JIS G 3461

ボイラ・熱交換器用

炭 素 鋼 鋼 管

JIS G 3462

ボイラ・熱交換器用

合 金 鋼 鋼 管

JIS G 3467

加 熱 炉 用 鋼 管

STB 340

STB 410

STB 510

STBA 12

STBA 13

STBA 20

STBA 22

STBA 23

STBA 24

STBA 25

STBA 26

STF 410

STFA 12

STFA 22

STFA 23

STFA 24

STFA 25

STFA 26

e = 0.09

e = 0.08

e = 0.07

1.2D

1.14D

ー ー ー

ー ー

ー

e = 0.08

e = 0.08

H  =
e  +  t  /  D

 （  l  +  e ） t  

H ： へん平高さ （5）

: 試験圧力（MPa）

: 管厚さ mm

: 管外径 mm

: 降伏点又は耐力の規格最低値の60％（N/mm2）

P

t

D

S

3．寸法許容差

備 考

（1）

（2）

冷間仕上電気抵抗溶接鋼管の外径の許容差は、冷間仕上継目無

鋼管の外径許容差を適用します。

偏肉の許容差とは同一断面における測定厚さの最大と最小との差の

注文厚さに対する割合をいい、厚さ5.6mm未満の管には適用しません。

（3）発電用ボイラ用合金鋼鋼管、耐硫酸腐食用鋼管の寸法許容差は

JIS規格の同等規格・記号品と同じです。

規　　　格

外 径 の 許 容 差

熱間仕上
継 目 無

電気抵抗溶接

JIS G 3461

ボイラ・熱交換器用

炭 素 鋼 鋼 管

JIS G 3462

ボイラ・熱交換器用

合 金 鋼 鋼 管

JIS G 3467

加 熱 炉 用 鋼 管 ± 0.8％ ー
厚さの
22.8％
以下

厚さの
22.8％
以下

ー

（1） 厚 さ の 許 容 差

熱間仕上
継 目 無

熱間仕上
継 目 無

電気抵抗溶接

偏肉許容差

長 さ の 許 容 差

（2）

長 さ 7 m 以 下：

長さ7mをこえるもの：
長さ3mまたはその
は数を増すごとに
上記＋側許容差に
3mmを加えます
ただし最大値は
15mmとします
受渡当事者間の協定
により、+30、-0mmの
長さの許容差に
規定できます

外径50mm以下：
長 さ 7 m 以 下：

長さ7mをこえるもの：
長さ3mまたはその
は数を増すごとに
上記＋側許容差に
3mmを加えます
ただし最大値は
15mmとします
受渡当事者間の協定
により、+30、-0mmの
長さの許容差に
規定できます

外径50mmをこえるもの：
長 さ 7 m 以 下：

長さ7mをこえる
もの：
長さ3mまたはその
は数を増すごとに
上記＋側許容差に
3mmを加えます
ただし最大値は
15mmとします
受渡当事者間の協定
により、+30、-0mmの
長さの許容差に
規定できます

外径
40mm未満

厚さ
2mm未満

＋ 28％
0

＋ 10mm
0

＋ 10mm
0

＋ 7mm
0

＋ 0.3mm
0

外径
100mm未満

厚さ

＋ 40％
0

厚さ
2.4mm以上
3.8mm未満

＋ 35％
0

外径
100mm以上

厚さ
2.4mm以上
3.8mm未満

＋ 35％
0

厚さ
3.8mm以上
4.6mm未満

＋ 33％
0

厚さ
3.8mm以上
4.6mm未満

＋ 33％
0

厚さ
4.6mm以上

＋ 28％
0

厚さ
4.6mm以上

＋ 28％
0

100mm未満
＋ 0.4mm
－ 0.8mm

160mm未満
100mm以上

＋ 0.4mm
－ 1.2mm

外径
40mm以上
厚さ＋ 18％

0

厚さ
2mm以上

＋ 18％
0

200mm未満
160mm以上

＋ 0.4mm
－ 1.8mm

200mm以上
＋ 0.4mm
－ 2.4mm

＋ 0.40mm
－ 0.80mm

40mm未満
25mm以上

± 0.20mm

50mm未満
40mm以上

± 0.25mm

25mm未満
± 0.15mm

60mm未満
50mm以上

± 0.30mm

80mm未満
60mm以上

± 0.40mm

100mm未満
80mm以上

120mm未満
100mm以上

＋ 0.40mm
－ 1.00mm

160mm未満
120mm以上

＋ 0.40mm
－ 1.20mm

200mm未満
160mm以上

＋ 0.40mm
－ 1.60mm

200mm以上

＋ 0.40mm
－ 0.60mm

2mm以上
2.4mm未満
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関連規格  熱伝達用鋼管

2．各種試験

備 考

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

継目無管は、特に注文者の指定がある場合に試験を行います。

電気抵抗溶接鋼管に行ないます。

＊押し拡げ試験を行う場合には、特に注文者からの指定がない限り

　省略します。

特に注文者からの指定のない限り、水圧試験は超音波探傷検査また

は渦電流探傷検査に替えることができます。

Pをこえる指定水圧を要求されたときの試験圧力は注文者と製造業者

との協定によります。

発電用ボイラ用合金鋼鋼管、耐硫酸腐食用鋼管の各種試験はJIS

規格の同等規格・記号品と同じです。

規　　　格 記　　　号
押しひろげ

試　験
水 圧 試 験

指定圧力
指定のない場合

ただし最大圧力 : 10MPa

（3）（4）

（2）

展

開

試

験

衝

撃

試

験

へ ん 平 試 験 （1）

P =
D

2 s t  

指定圧力
指定のない場合

ただし最大圧力 : 10MPa

P =
D

2 s t  

指定圧力
指定のない場合

ただし最大圧力 : 10MPa

P =
D

2 s t  

JIS G 3461

ボイラ・熱交換器用

炭 素 鋼 鋼 管

JIS G 3462

ボイラ・熱交換器用

合 金 鋼 鋼 管

JIS G 3467

加 熱 炉 用 鋼 管

STB 340

STB 410

STB 510

STBA 12

STBA 13

STBA 20

STBA 22

STBA 23

STBA 24

STBA 25

STBA 26

STF 410

STFA 12

STFA 22

STFA 23

STFA 24

STFA 25

STFA 26

e = 0.09

e = 0.08

e = 0.07

1.2D

1.14D

ー ー ー

ー ー

ー

e = 0.08

e = 0.08

H  =
e  +  t  /  D

 （  l  +  e ） t  

H ： へん平高さ （5）

: 試験圧力（MPa）

: 管厚さ mm

: 管外径 mm

: 降伏点又は耐力の規格最低値の60％（N/mm2）

P

t

D

S

3．寸法許容差

備 考

（1）

（2）

冷間仕上電気抵抗溶接鋼管の外径の許容差は、冷間仕上継目無

鋼管の外径許容差を適用します。

偏肉の許容差とは同一断面における測定厚さの最大と最小との差の

注文厚さに対する割合をいい、厚さ5.6mm未満の管には適用しません。

（3）発電用ボイラ用合金鋼鋼管、耐硫酸腐食用鋼管の寸法許容差は

JIS規格の同等規格・記号品と同じです。

規　　　格

外 径 の 許 容 差

熱間仕上
継 目 無

電気抵抗溶接

JIS G 3461

ボイラ・熱交換器用

炭 素 鋼 鋼 管

JIS G 3462

ボイラ・熱交換器用

合 金 鋼 鋼 管

JIS G 3467

加 熱 炉 用 鋼 管 ± 0.8％ ー
厚さの
22.8％
以下

厚さの
22.8％
以下

ー

（1） 厚 さ の 許 容 差

熱間仕上
継 目 無

熱間仕上
継 目 無

電気抵抗溶接

偏肉許容差

長 さ の 許 容 差

（2）

長 さ 7 m 以 下：

長さ7mをこえるもの：
長さ3mまたはその
は数を増すごとに
上記＋側許容差に
3mmを加えます
ただし最大値は
15mmとします
受渡当事者間の協定
により、+30、-0mmの
長さの許容差に
規定できます

外径50mm以下：
長 さ 7 m 以 下：

長さ7mをこえるもの：
長さ3mまたはその
は数を増すごとに
上記＋側許容差に
3mmを加えます
ただし最大値は
15mmとします
受渡当事者間の協定
により、+30、-0mmの
長さの許容差に
規定できます

外径50mmをこえるもの：
長 さ 7 m 以 下：

長さ7mをこえる
もの：
長さ3mまたはその
は数を増すごとに
上記＋側許容差に
3mmを加えます
ただし最大値は
15mmとします
受渡当事者間の協定
により、+30、-0mmの
長さの許容差に
規定できます

外径
40mm未満

厚さ
2mm未満

＋ 28％
0

＋ 10mm
0

＋ 10mm
0

＋ 7mm
0

＋ 0.3mm
0

外径
100mm未満

厚さ

＋ 40％
0

厚さ
2.4mm以上
3.8mm未満

＋ 35％
0

外径
100mm以上

厚さ
2.4mm以上
3.8mm未満

＋ 35％
0

厚さ
3.8mm以上
4.6mm未満

＋ 33％
0

厚さ
3.8mm以上
4.6mm未満

＋ 33％
0

厚さ
4.6mm以上

＋ 28％
0

厚さ
4.6mm以上

＋ 28％
0

100mm未満
＋ 0.4mm
－ 0.8mm

160mm未満
100mm以上

＋ 0.4mm
－ 1.2mm

外径
40mm以上
厚さ＋ 18％

0

厚さ
2mm以上

＋ 18％
0

200mm未満
160mm以上

＋ 0.4mm
－ 1.8mm

200mm以上
＋ 0.4mm
－ 2.4mm

＋ 0.40mm
－ 0.80mm

40mm未満
25mm以上

± 0.20mm

50mm未満
40mm以上

± 0.25mm

25mm未満
± 0.15mm

60mm未満
50mm以上

± 0.30mm

80mm未満
60mm以上

± 0.40mm

100mm未満
80mm以上

120mm未満
100mm以上

＋ 0.40mm
－ 1.00mm

160mm未満
120mm以上

＋ 0.40mm
－ 1.20mm

200mm未満
160mm以上

＋ 0.40mm
－ 1.60mm

200mm以上

＋ 0.40mm
－ 0.60mm

2mm以上
2.4mm未満

23



関連規格  配管用鋼管

規　　格

製 

　管 

　法

S

S

S

S, E

S, E

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

化　　　　学　　　　成　　　　分　　　　％　　　　（2）

≦0.25

≦0.30

≦0.33

≦0.25

≦0.30

≦0.33

0.10～0.20

0.10～0.20

≦0.15

≦0.15

≦0.15

≦0.15

≦0.15

≦0.25

≦0.18

≦0.13

0.10～0.35

0.10～0.35

0.10～0.35

0.10～0.35

0.10～0.35

0.10～0.35

0.10～0.50

0.10～0.50

≦0.50

0.50～1.00

≦0.50

≦0.50

0.25～1.00

≦0.35

0.10～0.35

0.30～1.10

0.30～1.40

0.30～1.50

0.30～0.90

0.30～1.00

0.30～1.00

0.30～0.80

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

≦1.35

0.30～0.60

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.030

0.030

0.030

0.030

0.035

0.030

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.030

0.030

0.030

0.030

0.035

0.030

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

3.20～3.80

23

19

17

23

19

17

19

19

19

19

19

19

19

22

16

28

24

22

28

24

22

24

24

24

24

24

24

24

30

24

25

20

20

25

20

20

25

25

25

25

25

25

25

25

20

215

245

275

215

245

275

205

205

205

205

205

205

205

205

245

370

410

480

370

410

480

380

410

410

410

410

410

410

380

450

30

25

25

30

25

25

30

30

30

30

30

30

30

35

30

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

0.50～0.80

0.80～1.25

1.00～1.50

1.90～2.60

4.00～6.00

8.00～10.00

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

0.45～0.65

0.40～0.65

0.45～0.65

0.45～0.65

0.87～1.13

0.45～0.65

0.90～1.10

ー

ー

C  Si Mn
P

（max.）
S

（max.）
Ni Cr Mo

製造のまま（4）

製造のまま（4）

低温焼なまし
または

焼ならし

引張強さ

N/mm2

降  伏  点

又は耐力

N/mm2

11号試験片
12号試験片 5号試験片 4号試験片

縦 方 向 横 方 向 縦 方 向 横 方 向 

特別品質規定（6）

引　張　試　験（最　小　値）

（5）伸　　　　　び    　　％

熱 間 仕 上
継目無鋼管

電気抵抗
溶接鋼管

冷間仕上鋼管

熱   処   理   （3）

低温焼なまし
または焼ならし

低温焼なまし
または

焼ならし

種 類 の

記      号

1．化学成分・引張試験

Z 3

Z 4

Z 2

Z 3

Z 4

Z 2

Z 3

Z 4

Z 2

Z 3

Z 4

Z 5

JIS G 3460
低温配管用鋼管

発電配管用合金鋼鋼管

S

S

0.04～0.10 ≦0.50

0.10～0.35

0.030

0.030

0.010

0.030≦0.90

0.10～0.60

8.50～9.50

1.90～2.60ー

ー

0.05～0.30

690 520 21 15 16 10ー

低温焼なまし、等温焼なまし、
完全焼なまし、焼ならしまたは
焼ならし後、焼もどし

低 温 焼なまし、等温 焼なまし、
完全焼なましまたは焼ならし後、
焼もどし

等温焼なまし、完全焼なましま

たは焼ならし後650℃以上で焼

もどし

焼ならしまたは焼ならし後、
焼もどし

2回焼ならし後、焼もどし

V: 0.20～0.30　Nb: 0.02～0.08　 N: ≦0.030 　Al（酸可溶）: ≦ 0.030　B: 0.0005～0.006　W: 1.45～1.75

0.08～ 0.20～ 0.020 0.0100.30～ 8.00～0.40 0.85～

V:0.18～0.25　Nb:0.06～0.10　N:0.030～0.070　Al(酸可溶)：≦0.04

（1）

（1）

（2）

（3）

（4）

備 考

S＝継目無鋼管、 E＝電気抵抗溶接鋼管（電縫鋼管）

表記の化学成分は溶鋼分析の値です。ただし注文者は製品分析を要

求した場合G 3455、G 3456、G 3460、については表記の値に対

してJIS G 0321の変動値が認められます。G 3458については表記の値 

を適用します。

G 3455、G 3456、G 3458、G 3460、については、上表以外の熱

処理について協議することができます。

製造のままとあるものは、必要に応じ低温焼なましまたは焼ならしを施すこ

とができます。 STPG410の電気抵抗溶接鋼管の溶接部に熱処理を

指定することができます。

Z 2 ： 高温降伏点または耐力

Z 3 ： 超音波探傷検査

Z 4 ： 渦電流探傷検査

Z 5 ： シャルピー衝撃試験

（5）

（6）

厚さ8mm未満の管で、12号試験片または5号試験片を用いて引張試験

を行なう場合には、伸びの最小値は厚さ1mm減じるごとに上表の伸びの

値から1.5％を減じたものをJIS Z 8401（数値の丸め方）により整数値に

まとめる。外径40mm以下の管については表記の伸びは適用しません。

ただし記録しておきます。

注文者はあらかじめ製造業者との協議により下記特別品質規定を指定

することができます。

STS 370

STS 410

STS 480

STＰT 370

STＰT 410

STＰT 480

STＰA 12

STＰA 20

STＰA 22

STＰA 23

STＰA 24

STＰA 25

STＰA 26

STＰL 380

STＰL 450

STＰL 690

JIS G 3455
高圧配管用炭素鋼鋼管

JIS G 3456
高温配管用炭素鋼鋼管

JIS G 3458
配管用合金鋼鋼管

JIS G 3454
圧力配管用炭素鋼鋼管

S, E

S, E

STＰG 370

STＰG 410

Z 3

Z 4

≦0.25

≦0.30

≦0.35

≦0.35

0.30～0.90

0.30～1.00

0.040

0.040

0.040

0.040

ー

ー

ー

ー

ー

ー
製造のまま（4） 焼なまし

23

19

28

24

25

20

215

245

370

410

30

25

510 400 20 13 15 12焼ならし後、焼もどし

590 410 20 13 15 12焼ならし後、焼もどし

火 STPA 24J1

火 STPA 28

24



関連規格  配管用鋼管

規　　格

製 

　管 

　法

S

S

S

S, E

S, E

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

化　　　　学　　　　成　　　　分　　　　％　　　　（2）

≦0.25

≦0.30

≦0.33

≦0.25

≦0.30

≦0.33

0.10～0.20

0.10～0.20

≦0.15

≦0.15

≦0.15

≦0.15

≦0.15

≦0.25

≦0.18

≦0.13

0.10～0.35

0.10～0.35

0.10～0.35

0.10～0.35

0.10～0.35

0.10～0.35

0.10～0.50

0.10～0.50

≦0.50

0.50～1.00

≦0.50

≦0.50

0.25～1.00

≦0.35

0.10～0.35

0.30～1.10

0.30～1.40

0.30～1.50

0.30～0.90

0.30～1.00

0.30～1.00

0.30～0.80

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

0.30～0.60

≦1.35

0.30～0.60

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.030

0.030

0.030

0.030

0.035

0.030

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.035

0.030

0.030

0.030

0.030

0.035

0.030

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

3.20～3.80

23

19

17

23

19

17

19

19

19

19

19

19

19

22

16

28

24

22

28

24

22

24

24

24

24

24

24

24

30

24

25

20

20

25

20

20

25

25

25

25

25

25

25

25

20

215

245

275

215

245

275

205

205

205

205

205

205

205

205

245

370

410

480

370

410

480

380

410

410

410

410

410

410

380

450

30

25

25

30

25

25

30

30

30

30

30

30

30

35

30

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

0.50～0.80

0.80～1.25

1.00～1.50

1.90～2.60

4.00～6.00

8.00～10.00

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

0.45～0.65

0.40～0.65

0.45～0.65

0.45～0.65

0.87～1.13

0.45～0.65

0.90～1.10

ー

ー

C  Si Mn
P

（max.）
S

（max.）
Ni Cr Mo

製造のまま（4）

製造のまま（4）

低温焼なまし
または

焼ならし

引張強さ

N/mm2

降  伏  点

又は耐力

N/mm2

11号試験片
12号試験片 5号試験片 4号試験片

縦 方 向 横 方 向 縦 方 向 横 方 向 

特別品質規定（6）

引　張　試　験（最　小　値）

（5）伸　　　　　び    　　％

熱 間 仕 上
継目無鋼管

電気抵抗
溶接鋼管

冷間仕上鋼管

熱   処   理   （3）

低温焼なまし
または焼ならし

低温焼なまし
または

焼ならし

種 類 の

記      号

1．化学成分・引張試験

Z 3

Z 4

Z 2

Z 3

Z 4

Z 2

Z 3

Z 4

Z 2

Z 3

Z 4

Z 5

JIS G 3460
低温配管用鋼管

発電配管用合金鋼鋼管

S

S

0.04～0.10 ≦0.50

0.10～0.35

0.030

0.030

0.010

0.030≦0.90

0.10～0.60

8.50～9.50

1.90～2.60ー

ー

0.05～0.30

690 520 21 15 16 10ー

低温焼なまし、等温焼なまし、
完全焼なまし、焼ならしまたは
焼ならし後、焼もどし

低 温 焼なまし、等温 焼なまし、
完全焼なましまたは焼ならし後、
焼もどし

等温焼なまし、完全焼なましま

たは焼ならし後650℃以上で焼

もどし

焼ならしまたは焼ならし後、
焼もどし

2回焼ならし後、焼もどし

V: 0.20～0.30　Nb: 0.02～0.08　 N: ≦0.030 　Al（酸可溶）: ≦ 0.030　B: 0.0005～0.006　W: 1.45～1.75

0.08～ 0.20～ 0.020 0.0100.30～ 8.00～0.40 0.85～

V:0.18～0.25　Nb:0.06～0.10　N:0.030～0.070　Al(酸可溶)：≦0.04

（1）

（1）

（2）

（3）

（4）

備 考

S＝継目無鋼管、 E＝電気抵抗溶接鋼管（電縫鋼管）

表記の化学成分は溶鋼分析の値です。ただし注文者は製品分析を要

求した場合G 3455、G 3456、G 3460、については表記の値に対

してJIS G 0321の変動値が認められます。G 3458については表記の値 

を適用します。

G 3455、G 3456、G 3458、G 3460、については、上表以外の熱

処理について協議することができます。

製造のままとあるものは、必要に応じ低温焼なましまたは焼ならしを施すこ

とができます。 STPG410の電気抵抗溶接鋼管の溶接部に熱処理を

指定することができます。

Z 2 ： 高温降伏点または耐力

Z 3 ： 超音波探傷検査

Z 4 ： 渦電流探傷検査

Z 5 ： シャルピー衝撃試験

（5）

（6）

厚さ8mm未満の管で、12号試験片または5号試験片を用いて引張試験

を行なう場合には、伸びの最小値は厚さ1mm減じるごとに上表の伸びの

値から1.5％を減じたものをJIS Z 8401（数値の丸め方）により整数値に

まとめる。外径40mm以下の管については表記の伸びは適用しません。

ただし記録しておきます。

注文者はあらかじめ製造業者との協議により下記特別品質規定を指定

することができます。

STS 370

STS 410

STS 480

STＰT 370

STＰT 410

STＰT 480

STＰA 12

STＰA 20

STＰA 22

STＰA 23

STＰA 24

STＰA 25

STＰA 26

STＰL 380

STＰL 450

STＰL 690

JIS G 3455
高圧配管用炭素鋼鋼管

JIS G 3456
高温配管用炭素鋼鋼管

JIS G 3458
配管用合金鋼鋼管

JIS G 3454
圧力配管用炭素鋼鋼管

S, E

S, E

STＰG 370

STＰG 410

Z 3

Z 4

≦0.25

≦0.30

≦0.35

≦0.35

0.30～0.90

0.30～1.00

0.040

0.040

0.040

0.040

ー

ー

ー

ー

ー

ー
製造のまま（4） 焼なまし

23

19

28

24

25

20

215

245

370

410

30

25

510 400 20 13 15 12焼ならし後、焼もどし

590 410 20 13 15 12焼ならし後、焼もどし

火 STPA 24J1

火 STPA 28

25



関連規格  配管用鋼管 各種規格対応表

規       格 長 さ の 許 容 差
外   径   の   許   容   差 　（1） 厚   さ   の   許   容   差 偏 肉 の

許 容 差

（2）

±0.5mm

±1％

±1.6mm

±0.8％（1）

50mm未満

50mm以上

160mm未満

160mm以上

200mm未満

200mm以上

±0.8％
ただし最小値  0.3ｍｍ 4ｍｍ未満  ±0.5ｍｍ

4ｍｍ以上  ±12.5％

2ｍｍ未満  ±0.2ｍｍ

2ｍｍ以上  ±10％

4ｍｍ未満

4ｍｍ以上

3ｍｍ未満  ±0.3ｍｍ

3ｍｍ以上  ±10％

熱間仕上
継  目  無

厚  さ  の
20％以下

管の長さの指定が
ある場合には、指
定長さ以上としま
す（お客様の長さ
許容差のご指定が
無 い 場 合 は 長 さ
+50、-0mmとしま
す）。

3．寸法許容差

JIS G 3455
高圧配管用炭素鋼鋼管

JIS G 3456
高温配管用炭素鋼鋼管

JIS G 3458
配管用合金鋼鋼管

JIS G 3460
低温配管用鋼管

備 考

（1）

（2）

350A以上は周長によることができます。この場合の許容差は±0.5

％とします。

偏肉の許容差とは同一断面における測定厚さの最大と最小の差が注

文厚さに対する割合をいい、厚さ5.6ｍｍ未満の管には適用しません。

（3）発電配管用合金鋼鋼管の寸法許容差はJIS規格の同等規格品と同じ

です。

熱 間 仕 上 電気抵抗溶接鋼管 熱 間 仕 上 電気抵抗溶接鋼管

JIS G 3454
圧力配管用炭素鋼鋼管 ー

＋0.6mm
－0.5mm
＋15％
－12.5％

STPG 370

STPG 410

STS 370

STS 410

STS 480

STPT 370

STPT 410

STPT 480

STPA 12

STPA 20

STPA 22

STPA 23

STPA 24

STPA 25

STPA 26

STPL 380

STPL 450

STPL 690

水　圧　試　験　（5）

ー

ー

ー

ー

衝 
撃 

試 

験 
曲げ内側半径

（Dは管の外径）
  曲げ角度

（7）試験温度 

試験片寸法

mm

シャルピー衝撃試験による吸収エネルギー   J

1組（3個）
の平均値

2個のそれ
ぞれの値 1個の値

2．各種試験

（D≦50ｍｍ）
D×6

   90°

（D≦50ｍｍ）
D×6

    90°

（D≦50ｍｍ）
D×6

    90°

備 考

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

厚さが外径の15％以上の管では環状試験片の円周の一部を取り除いた

C型試験片とすることができます。 G 3454 電気抵抗溶接鋼管Eの（　）

外は溶接部、（　）内は溶接部外の判定基準です。

継目無管は、特に注文者の指定がある場合に試験を行います。

注文者が外径50ｍｍ以下の管に対して、へん平性に替えて曲げ性を指定

した場合に実施します。

発電配管用合金鋼鋼管の各種試験はJIS規格の同等規格・記号品と同

じです。

水圧試験は特に注文者から指定のない限り、超音波探傷検査または渦

電流探傷検査に替えることができます。

10×5の試験片が採れない寸法の管については衝撃試験は実施しません。

JIS G 3460
低温配管用鋼管

JIS G 3458
配管用合金鋼鋼管

JIS G 3456
高温配管用炭素鋼鋼管

JIS G 3455
高圧配管用炭素鋼鋼管

e=0.08

e=0.08

e=0.08

e=0.08

e=0.07

e=0.07

（7）
指　定　圧　力　　　

指定のない場合　 （6）

指　定　圧　力　　　

指定のない場合　 （6）

指　定　圧　力　　　

指定のない場合　 （6）

指　定　圧　力　　　

指定のない場合　 （6）

21以上

18以上

14以上

21以上

18以上

14以上

14以上

12以上

10以上

10

10

10

×10

×7.5

×5

STPL380 ： －45℃、  STPL450 ： －100℃、  STPL690 ： －196℃

単位MPa
スケジュール

番 　号

（6）水圧試験圧力

試験圧力

10

2.0

20

3.5

30

5.0

40

6.0

60

9.0

80

12

100

15

120

18

140

　　　20

160

規         格 記      号

へ  ん  平  試  験 （1）（2） 曲  げ  試  験 （3）

H =
e + t  / D

 （ l + e）t 

ー
D×6

   90°
（40A以下）JIS G 3454

圧力配管用炭素鋼鋼管
S：e＝0.08

S：e＝0.07

E＝2/3D（1/3D）

E＝2/3D（1/3D）

指　定　圧　力　　　

指定のない場合　（6）
G 3462

ASTM ASME EN NK ABS LR DNVJIS

SA178M A

SA192M

STB 340 KSTB 33
KSTB 35

ABS  D
ABS  G
ABS  H

Sec 6  320
Sec 6  360

A178M A

A192M

G 3461
ASTM ASME EN NK ABS LR DNVJIS

Sec 4-E-TS360

ボイラー熱交換器用合金鋼鋼管

ボイラー熱交換器用炭素鋼鋼管

A213M T23
A213M T91
A213M T92

ASTM ASME EN NK ABS LR DNV
STB A21
STB A24J1
STB A28
STB A29

火

火

火

火

SA213M T23
SA213M T91
SA213M T92

X10CRMOVB9-1
X10CRWMOVNB9-2

発電ボイラー用合金鋼鋼管

A178M C
A210M A1
A556M B2
A178M D
A210M C

SA178M C
SA210M A1
SA556M B2
SA178M D
SA210M C

KSTB 42 ABS  F
ABS  J

Sec 6  410

Sec 6  460

Sec 4-E-TS410-1

Sec 4-E-TS460-1

STB 410

STS 370
STS 410
STS 480

P265GH

KSTS 38
KSTS 42
KSTS 49

G 3455
ASTM ASME EN NK ABS LR DNVJIS

SA333M 1

SA334M 1

SA333M 6, 
SA334M 6

STPL 380 KLP A
KLP B
KLP C

KLP 2

ABS  1L

ABS  3L

Sec 4  360

Sec 4  460

A333M 1

A334M 1

A333M 6, 
A334M 6

G 3460
ASTM ASME EN NK ABS LR DNVJIS

Sec 4-D-TS6
Sec 4-D-TW6
Sec 4-D-TS10
Sec 4-D-TW10
Sec 4-D-26CrMo4
Sec 4-DTW43

SA335M P23
SA335M P91
SA335M P92

X10CRMOVB9-1
X10CRWMOVNB9-2

STPA 24JI A335M P23
A335M P91
A335M P92

ASTM ASME EN NK ABS LR DNV

SA335M P1

SA335M P2

SA335M P12

SA335M P11
SA335M P22
SA335M P5
SA335M P9

STPA 12

STPA 20

STPA 22

STPA 23
STPA 24
STPA 25
STPA 26

KSTPA 12

KSTPA 22

KSTPA 23
KSTPA 24

ABS  6

ABS  7

ABS  12

ABS  11
ABS  13
ABS  14

A335M P1

A335M P2

A335M P12

A335M P11
A335M P22
A335M P5
A335M P9

G 3458
ASTM ASME EN NK ABS LR DNVJIS

SA106M A

SA106M B

SA106M C

STPT 370

STPT 410

STPT 480

KSTPT 38

KSTPT 42

KSTPT 49

ABS  4

ABS  5

A106M A

A106M B

A106M C

G 3456
ASTM ASME EN NK ABS LR DNVJIS

火

STPA28火

STPA29火

高圧配管用炭素鋼鋼管

低温配管用鋼管

発電配管用合金鋼鋼管

配管用合金鋼鋼管

高温配管用炭素鋼鋼管

(=A333 7)(=A333 7)

SA53M A

SA135M A

SA53M B

SA135M B

STPG 370

STPG 410

KSTPG 38

KSTPG 42 ABS  3

ABS  9

Sec 2  320
Sec 2  360
Sec 3  320
Sec 3  360

Sec 2  410

Sec 3  410

A53M A

A135M A

A53M B

A135M B

G 3454
ASTM ASME EN NK ABS LR DNVJIS

Sec 4-B-TS360

Sec 4-B-TW360

Sec 4-B-TS410
Sec 4-B-TW410
Sec 4-B-TS430
Sec 4-B-TW430

圧力配管用炭素鋼鋼管

Sec 2  1Cr 1/2Mo440
Sec 3  1Cr 1/2Mo440

Sec 2  2-1/4Cr1Mo410

SA209M T1
SA209M T1a
SA213M T2
SA213M T12
SA213M T11
SA213M T22
SA213M T5
SA213M T9
SA209M T1b
SA213M T21
SA213M T23
SA213M T91
SA213M T92

STBA 12
STBA 13
STBA 20
STBA 22
STBA 23
STBA 24
STBA 25
STBA 26

KSTB 12

KSTB 22
KSTB 23
KSTB 24

ABS  K
ABS  L

ABS  O
ABS  N
ABS  P

ABS  M 

Sec 6  1Cr 1/2Mo-440

Sec 6  2-1/2Cr 1Mo-410

Sec 6  2-1/2Cr 1Mo-490

A209M T1
A209M T1a
A213M T2
A213M T12
A213M T11
A213M T22
A213M T5
A213M T9
A209M T1b
A213M T21
A213M T23
A213M T91
A213M T92

Sec 4-E-TS380

Sec 4-E-TS440
Sec 4-E-TS410-3
Sec 4-E-TS410-4
Sec 4-E-TS450-2
Sec 4-E-TS430
Sec 4-E-TS500

(=A209-T1b)

備 考 （1）JIS規格が　　欄は対応JIS規格がなく、外国規格間も対応が一致しておりません。（2）本対応表は目安として作成したもので実用時は再度確認して下さい。

JIS : Japanese Industrial Standards
ASTM : American Society for Testing and Materials
ASME : American Society of Mechanical Engineers
EN : European Norm

NK : Nippon Kaiji Kyokai
ABS : American Bureau of Shipping
LR : Lloyd’s Register of Shipping 
DNV : Det Norske Vertas
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関連規格  配管用鋼管 各種規格対応表

規       格 長 さ の 許 容 差
外   径   の   許   容   差 　（1） 厚   さ   の   許   容   差 偏 肉 の

許 容 差

（2）

±0.5mm

±1％

±1.6mm

±0.8％（1）

50mm未満

50mm以上

160mm未満

160mm以上

200mm未満

200mm以上

±0.8％
ただし最小値  0.3ｍｍ 4ｍｍ未満  ±0.5ｍｍ

4ｍｍ以上  ±12.5％

2ｍｍ未満  ±0.2ｍｍ

2ｍｍ以上  ±10％

4ｍｍ未満

4ｍｍ以上

3ｍｍ未満  ±0.3ｍｍ

3ｍｍ以上  ±10％

熱間仕上
継  目  無

厚  さ  の
20％以下

管の長さの指定が
ある場合には、指
定長さ以上としま
す（お客様の長さ
許容差のご指定が
無 い 場 合 は 長 さ
+50、-0mmとしま
す）。

3．寸法許容差

JIS G 3455
高圧配管用炭素鋼鋼管

JIS G 3456
高温配管用炭素鋼鋼管

JIS G 3458
配管用合金鋼鋼管

JIS G 3460
低温配管用鋼管

備 考

（1）

（2）

350A以上は周長によることができます。この場合の許容差は±0.5

％とします。

偏肉の許容差とは同一断面における測定厚さの最大と最小の差が注

文厚さに対する割合をいい、厚さ5.6ｍｍ未満の管には適用しません。

（3）発電配管用合金鋼鋼管の寸法許容差はJIS規格の同等規格品と同じ

です。

熱 間 仕 上 電気抵抗溶接鋼管 熱 間 仕 上 電気抵抗溶接鋼管

JIS G 3454
圧力配管用炭素鋼鋼管 ー

＋0.6mm
－0.5mm
＋15％
－12.5％

STPG 370

STPG 410

STS 370

STS 410

STS 480

STPT 370

STPT 410

STPT 480

STPA 12

STPA 20

STPA 22

STPA 23

STPA 24

STPA 25

STPA 26

STPL 380

STPL 450

STPL 690

水　圧　試　験　（5）

ー

ー

ー

ー

衝 

撃 

試 

験 

曲げ内側半径
（Dは管の外径）

  曲げ角度

（7）試験温度 

試験片寸法

mm

シャルピー衝撃試験による吸収エネルギー   J

1組（3個）
の平均値

2個のそれ
ぞれの値 1個の値

2．各種試験

（D≦50ｍｍ）
D×6

   90°

（D≦50ｍｍ）
D×6

    90°

（D≦50ｍｍ）
D×6

    90°

備 考

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

厚さが外径の15％以上の管では環状試験片の円周の一部を取り除いた

C型試験片とすることができます。 G 3454 電気抵抗溶接鋼管Eの（　）

外は溶接部、（　）内は溶接部外の判定基準です。

継目無管は、特に注文者の指定がある場合に試験を行います。

注文者が外径50ｍｍ以下の管に対して、へん平性に替えて曲げ性を指定

した場合に実施します。

発電配管用合金鋼鋼管の各種試験はJIS規格の同等規格・記号品と同

じです。

水圧試験は特に注文者から指定のない限り、超音波探傷検査または渦

電流探傷検査に替えることができます。

10×5の試験片が採れない寸法の管については衝撃試験は実施しません。

JIS G 3460
低温配管用鋼管

JIS G 3458
配管用合金鋼鋼管

JIS G 3456
高温配管用炭素鋼鋼管

JIS G 3455
高圧配管用炭素鋼鋼管

e=0.08

e=0.08

e=0.08

e=0.08

e=0.07

e=0.07

（7）
指　定　圧　力　　　

指定のない場合　 （6）

指　定　圧　力　　　

指定のない場合　 （6）

指　定　圧　力　　　

指定のない場合　 （6）

指　定　圧　力　　　

指定のない場合　 （6）

21以上

18以上

14以上

21以上

18以上

14以上

14以上

12以上

10以上

10

10

10

×10

×7.5

×5

STPL380 ： －45℃、  STPL450 ： －100℃、  STPL690 ： －196℃

単位MPa
スケジュール

番 　号

（6）水圧試験圧力

試験圧力

10

2.0

20

3.5

30

5.0

40

6.0

60

9.0

80

12

100

15

120

18

140

　　　20

160

規         格 記      号

へ  ん  平  試  験 （1）（2） 曲  げ  試  験 （3）

H =
e + t  / D

 （ l + e）t 

ー
D×6

   90°
（40A以下）JIS G 3454

圧力配管用炭素鋼鋼管
S：e＝0.08

S：e＝0.07

E＝2/3D（1/3D）

E＝2/3D（1/3D）

指　定　圧　力　　　

指定のない場合　（6）
G 3462

ASTM ASME EN NK ABS LR DNVJIS

SA178M A

SA192M

STB 340 KSTB 33
KSTB 35

ABS  D
ABS  G
ABS  H

Sec 6  320
Sec 6  360

A178M A

A192M

G 3461
ASTM ASME EN NK ABS LR DNVJIS

Sec 4-E-TS360

ボイラー熱交換器用合金鋼鋼管

ボイラー熱交換器用炭素鋼鋼管

A213M T23
A213M T91
A213M T92

ASTM ASME EN NK ABS LR DNV
STB A21
STB A24J1
STB A28
STB A29

火

火

火

火

SA213M T23
SA213M T91
SA213M T92

X10CRMOVB9-1
X10CRWMOVNB9-2

発電ボイラー用合金鋼鋼管

A178M C
A210M A1
A556M B2
A178M D
A210M C

SA178M C
SA210M A1
SA556M B2
SA178M D
SA210M C

KSTB 42 ABS  F
ABS  J

Sec 6  410

Sec 6  460

Sec 4-E-TS410-1

Sec 4-E-TS460-1

STB 410

STS 370
STS 410
STS 480

P265GH

KSTS 38
KSTS 42
KSTS 49

G 3455
ASTM ASME EN NK ABS LR DNVJIS

SA333M 1

SA334M 1

SA333M 6, 
SA334M 6

STPL 380 KLP A
KLP B
KLP C

KLP 2

ABS  1L

ABS  3L

Sec 4  360

Sec 4  460

A333M 1

A334M 1

A333M 6, 
A334M 6

G 3460
ASTM ASME EN NK ABS LR DNVJIS

Sec 4-D-TS6
Sec 4-D-TW6
Sec 4-D-TS10
Sec 4-D-TW10
Sec 4-D-26CrMo4
Sec 4-DTW43

SA335M P23
SA335M P91
SA335M P92

X10CRMOVB9-1
X10CRWMOVNB9-2

STPA 24JI A335M P23
A335M P91
A335M P92

ASTM ASME EN NK ABS LR DNV

SA335M P1

SA335M P2

SA335M P12

SA335M P11
SA335M P22
SA335M P5
SA335M P9

STPA 12

STPA 20

STPA 22

STPA 23
STPA 24
STPA 25
STPA 26

KSTPA 12

KSTPA 22

KSTPA 23
KSTPA 24

ABS  6

ABS  7

ABS  12

ABS  11
ABS  13
ABS  14

A335M P1

A335M P2

A335M P12

A335M P11
A335M P22
A335M P5
A335M P9

G 3458
ASTM ASME EN NK ABS LR DNVJIS

SA106M A

SA106M B

SA106M C

STPT 370

STPT 410

STPT 480

KSTPT 38

KSTPT 42

KSTPT 49

ABS  4

ABS  5

A106M A

A106M B

A106M C

G 3456
ASTM ASME EN NK ABS LR DNVJIS

火

STPA28火

STPA29火

高圧配管用炭素鋼鋼管

低温配管用鋼管

発電配管用合金鋼鋼管

配管用合金鋼鋼管

高温配管用炭素鋼鋼管

(=A333 7)(=A333 7)

SA53M A

SA135M A

SA53M B

SA135M B

STPG 370

STPG 410

KSTPG 38

KSTPG 42 ABS  3

ABS  9

Sec 2  320
Sec 2  360
Sec 3  320
Sec 3  360

Sec 2  410

Sec 3  410

A53M A

A135M A

A53M B

A135M B

G 3454
ASTM ASME EN NK ABS LR DNVJIS

Sec 4-B-TS360

Sec 4-B-TW360

Sec 4-B-TS410
Sec 4-B-TW410
Sec 4-B-TS430
Sec 4-B-TW430

圧力配管用炭素鋼鋼管

Sec 2  1Cr 1/2Mo440
Sec 3  1Cr 1/2Mo440

Sec 2  2-1/4Cr1Mo410

SA209M T1
SA209M T1a
SA213M T2
SA213M T12
SA213M T11
SA213M T22
SA213M T5
SA213M T9
SA209M T1b
SA213M T21
SA213M T23
SA213M T91
SA213M T92

STBA 12
STBA 13
STBA 20
STBA 22
STBA 23
STBA 24
STBA 25
STBA 26

KSTB 12

KSTB 22
KSTB 23
KSTB 24

ABS  K
ABS  L

ABS  O
ABS  N
ABS  P

ABS  M 

Sec 6  1Cr 1/2Mo-440

Sec 6  2-1/2Cr 1Mo-410

Sec 6  2-1/2Cr 1Mo-490

A209M T1
A209M T1a
A213M T2
A213M T12
A213M T11
A213M T22
A213M T5
A213M T9
A209M T1b
A213M T21
A213M T23
A213M T91
A213M T92

Sec 4-E-TS380

Sec 4-E-TS440
Sec 4-E-TS410-3
Sec 4-E-TS410-4
Sec 4-E-TS450-2
Sec 4-E-TS430
Sec 4-E-TS500

(=A209-T1b)

備 考 （1）JIS規格が　　欄は対応JIS規格がなく、外国規格間も対応が一致しておりません。（2）本対応表は目安として作成したもので実用時は再度確認して下さい。

JIS : Japanese Industrial Standards
ASTM : American Society for Testing and Materials
ASME : American Society of Mechanical Engineers
EN : European Norm

NK : Nippon Kaiji Kyokai
ABS : American Bureau of Shipping
LR : Lloyd’s Register of Shipping 
DNV : Det Norske Vertas
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表示・防錆塗油・梱包 ご注文に際して

1. 注文規格・種類・製管法 （1）規格名、種類記号

（2）継目無または電気抵抗溶接の区別

（3）熱間仕上または冷間仕上の区別

ご注文の際には下記項目を指定ください。

外径・厚さ・長さおよびその許容差

本数または延べ長さ

立会検査の有無、検査機関名

温度、圧力、流体種類、加工方法等

材質塗色、管端保護方法等含む

結束、梱包単位、荷姿

和文または英文、単位：SIまたはメトリックまたはインチ－ポンド

熱処理条件、高温引張試験、水圧試験または非破壊検査

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

注文寸法

注文数量

検　　査

用途・使用条件

現品表示・防錆・管端形状

梱包・荷姿

納期；納入先

検査証明書

その他要求

（1）表　示
　通常は管外面に吹付表示を行います。

ただし、外径30mm未満の管は原則として結束後、荷札表示とします。

　下に表示例を示します。

（2）防錆塗油
　外面には、発錆を防止する目的で乾性防錆油を塗布しております。

無塗装または不乾性の防錆油を塗布することや、両端にポリ栓を

する場合はご相談ください。

（3）梱　包
　ボイラ・熱交換器用鋼管の梱包は、標準梱包として下記の方法

がありますので、用途に応じて注文の際ご相談ください。

　なお、特にご指定があれば特殊梱包のご相談にも応じます。

《注》結束は番線、ビニール被覆番線、鋼フープなどで行い、結束点数は製品長さにより増やします。
　　　外径177.8㎜以上の鋼管はバラ積みによる出荷となります。

裸結束

結束下保護結束

表示例　ボイラ・熱交換器用合金鋼鋼管

JFE T JFE STEEL JICQA QA0406003 STBA24-S-H 50.8 x 4.5 x 10000  22-04  12345-01

JISマーク 外径 厚さ 長さ 製造ロット番号認証番号約300mm

管種類記号 製造年月製造所記号製造者略号 製造社名 登録認証機関略号 製造方法記号
（T：知多） S：継 目 無

H：熱間仕上
西暦年号下2桁
＋ 月

《注》JISマークおよび認証機関、認証番号はJIS認証製品に表示されます。
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表示・防錆塗油・梱包 ご注文に際して

1. 注文規格・種類・製管法 （1）規格名、種類記号

（2）継目無または電気抵抗溶接の区別

（3）熱間仕上または冷間仕上の区別

ご注文の際には下記項目を指定ください。

外径・厚さ・長さおよびその許容差

本数または延べ長さ

立会検査の有無、検査機関名

温度、圧力、流体種類、加工方法等

材質塗色、管端保護方法等含む

結束、梱包単位、荷姿

和文または英文、単位：SIまたはメトリックまたはインチ－ポンド

熱処理条件、高温引張試験、水圧試験または非破壊検査

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

注文寸法

注文数量

検　　査

用途・使用条件

現品表示・防錆・管端形状

梱包・荷姿

納期；納入先

検査証明書

その他要求

（1）表　示
　通常は管外面に吹付表示を行います。

ただし、外径30mm未満の管は原則として結束後、荷札表示とします。

　下に表示例を示します。

（2）防錆塗油
　外面には、発錆を防止する目的で乾性防錆油を塗布しております。

無塗装または不乾性の防錆油を塗布することや、両端にポリ栓を

する場合はご相談ください。

（3）梱　包
　ボイラ・熱交換器用鋼管の梱包は、標準梱包として下記の方法

がありますので、用途に応じて注文の際ご相談ください。

　なお、特にご指定があれば特殊梱包のご相談にも応じます。

《注》結束は番線、ビニール被覆番線、鋼フープなどで行い、結束点数は製品長さにより増やします。
　　　外径177.8㎜以上の鋼管はバラ積みによる出荷となります。

裸結束

結束下保護結束

表示例　ボイラ・熱交換器用合金鋼鋼管

JFE T JFE STEEL JICQA QA0406003 STBA24-S-H 50.8 x 4.5 x 10000  22-04  12345-01

JISマーク 外径 厚さ 長さ 製造ロット番号認証番号約300mm

管種類記号 製造年月製造所記号製造者略号 製造社名 登録認証機関略号 製造方法記号
（T：知多） S：継 目 無

H：熱間仕上
西暦年号下2桁
＋ 月

《注》JISマークおよび認証機関、認証番号はJIS認証製品に表示されます。
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